
令和５年度村岡・深沢地区村岡工区建物等調査・算定・補償説明等業務 

特記仕様書 

 

（目的） 

第１条 本業務は、藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業村岡・深沢地区土地区画整理事業施行

の村岡工区造成工事のため支障となる建物等の移転等に係る権利者への補償説明（補償内容等

の説明及び当該内容等に係る理解を得て機構との補償契約締結の意思を確認する等）及び補償

説明の前段として行う建物等の移転等の調査・算定等の業務を行うことを目的とする。 

 

（各仕様書等の適用） 

第２条 本業務は本特記仕様書のほか、本特記仕様書に定めのない事項については、補償業務共通

仕様書に基づき実施するものとする。 

 

（業務の内容） 

第３条 業務内容は、以下のとおりとする。 

業  務  内  容  単位 数量 備考 

打合せ協議 業務 １ 
  

 

 

 

 

 

 
※内訳は別表参照 

現地踏査 業務 ３ 
建物等調査、営業その他調

査、補償説明 

非木造建物（調査・算定） 棟 ４ 
 

附帯工作物（調査・算定） 戸 ４ 
 

営業（調査・算定） 事業所 ２ 
 

居住者（調査） 世帯 33 
 

動産（調査・算定） 
世帯又

は店舗 
35 

 

仮住居又は借家人補償（算定） 世帯 38 
 

移転雑費(算定) 
 所有者

又は世帯 
38 

 

消費税等（調査）  事業者 ４ 
 

概況ヒアリング等 権利者 38 
 

説明資料の作成等 権利者 38 
 

補償説明 権利者 38 
 

 

※補償説明の業務については別紙１に記載する内容も踏まえ業務を履行すること。 

 

（成果品） 

第４条 成果品は以下のとおりとする。 

（１） 物件調書 ・・・正副各１部 

（２） 補償金算定書 ・・・正副各１部 

（３） 補償金算定チェックシート ・・・１部 



 (４)  対応計画/補償説明資料（補償業務共通仕様書第78条に規定）           ・・・各１部 

（５） 補償説明記録簿                           ・・・１部 

（６） 契約書及び契約関係書類（請求書、委任状〔委任行為のある場合〕）の案 ・・・各１部       

（７） 打合せ記録簿、業務週報、指示書 ・・・各１部 

（８） 電子データ、その他監督員の指示するもの ・・・一式 

※図面においては、JW-CAD を使用すること。 

※グリーン購入法に基づく基本方針の判断基準を満たしていること。 

２ 前項の成果品として納品する写真については、地盤変動影響調査算定要領（平成26年３月12日

中央用地対策連絡協議会理事会申し合わせ）第10条に基づき行うものとする。 

 

（業務環境の改善） 

第５条 本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを考慮する 

ものとする。 

 ２ ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領(別紙２)に基づき、 

調査職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

（業務の履行期間） 

第６条 本業務の履行期間は、契約締結日の翌日から令和７年７月31日とする。 

 

（疑義） 

第７条 受注者は、本特記仕様書に明記なき事項及び業務実施に際して疑義が生じた場合は、監督員と 

協議し、その指示に従い実施すること。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和５年度村岡・深沢地区村岡工区建物等調査・算定・補償説明等業務  数量表 別　表

居住者

説明内容

1 2053 鉄骨造 店舗 995 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
建物所有している補償
に係るもの

○

2 店舗 540 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
居住用以外の用に供し
ている借家人に係るも
の

○
法人で、営業所・
業種がいずれも複
数

3 店舗 455 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
居住用以外の用に供し
ている借家人に係るも
の

○
法人で、営業所・
業種がいずれも複
数

4 1555 鉄骨造 共同住宅 477 共同住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
建物所有している補償
に係るもの

5 鉄骨造 共同住宅 203 共同住宅 ○ ○

6 鉄骨造 共同住宅 159 共同住宅 ○ ○

7 約19～20 ○ ○ ○ ○ ○ ○
居住の用に供されてい
る借家人に係るもの

借家人　33世帯

8 ○ ○ ○
居住用以外の用に供し
ている借家人に係るも
の

○ 建物転貸人

― ― 4 4 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 33 35 35 38 38 38 ― 4 ―

整理
番号

敷地
情報

建物情報

敷地面積
（㎡）

構造 用途
延床面

積
（㎡）

使用用途

移転
雑費

消

費

税

等

調

査

備考
建物 附帯工作物 庭園 独立工作物 動産

建物等の調査及び算定 営業その他の調査及び算定

機械設備 生産設備 墳墓等 立竹木 営業

見積 調査 算定 調査

仮住
居又
は借
家人
補償

調査 調査 算定 調査 算定

補償説明

算定調査 算定

合計

算定調査 算定 調査 調査算定 調査 算定
使用面積

（㎡）
調査 算定



               別紙１ 

 

令和５年度村岡・深沢地区村岡工区建物等調査・算定・補償説明等業務 

特記仕様書・別紙 

補償説明業務については、建物等の移転等に係る権利者への補償内容等の説明及び当該内

容等について権利者の理解を得て機構との補償契約締結の意思を確認することを目的とする

業務であり、以下の点に留意のうえ業務を履行すること。 

1 対応計画及び補償説明資料の様式について 

特記仕様書第4条に規定する成果品のうち対応計画及び補償説明資料は添付する様式で作

成するものとする。 

2 補償説明について 

（１）権利者への補償説明においては、監督員が提示する移転に係る計画、補償基準、補償金調

書等に基づき、以下の事項について権利者に説明し、理解を得るものとする。 

①補償方針の説明 

土地区画整理事業における移転等補償の概要を説明する。 

②移転方法等の説明 

補償対象物件の移転方法、工法を説明し、理解を得る。 

③補償項目等の説明 

補償対象物件に係る補償項目及び補償内容について説明する。 

④補償金の提示 

権利者に対し、補償金を提示し、補償項目ごとの補償金の算定方法を説明し、理解が得ら

れるように努める。 

⑤撤去期限等の説明 

補償対象物件の撤去範囲、撤去期限について説明し、理解を得る。 

⑥補償金に係る税制の説明 

機構が提示する本事業に係る税務当局との事前協議概要等に基づき、補償金に対する税

法上の取り扱いについて説明する。 

⑦補償金の支払方法等の説明 

物件移転契約に係る補償金及び土地使用料等の支払方法並びに請求受領に関する書類等

について説明し、理解を得る。 

（２）上記の説明を実施した結果、説明した事項の内容等について権利者の理解が得られな

いと判断した場合は、速やかにその理由を監督員に報告し、確認を得るものとし、今後の取

扱いについて監督員からの通知を受けるものとする。 

3 契約書等作成等について 

上記2の補償説明の結果、補償内容等について権利者の理解が得られるものと判断したと

きは、権利者に当該内容等で機構と補償契約を締結する意思の有無を確認し、機構と補償契

約を締結する旨の意思が確認できた権利者については、監督員が指定する様式により速やか

に契約書及び請求書等の契約関係書類の案を作成し、監督員へ提出し、監督員の確認を得る

ものとする。 

以 上 

 



別紙２ 
ウイークリースタンス 実施要領   

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第 22 条に基づく「発

注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発注者

の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを目的

とする。 

 

２ 取組内容 

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案

した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）につい

て受発注者間で設定する。 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④昼休みや 17時以降の打合せは行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web会議の積極的な活用等）。 

（２）業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取組

内容を見直すことができる。  

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監督職員

から管理技術者又は主任技術者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につい

ては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合

せ記録簿に整理する。 

 

以 上 



令和５年度村岡・深沢地区村岡工区建物等調査・算定・補償説明等業務　対応計画 別添１

整理番号 建物番号 権利者名 業務内容 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 備考

調査着手 算定着手 補償内容説明着手 補償金提示 合意 契約書提出 撤去期限3/31

● ● ● ● ● ● ●
1 ○○ △△　△△

調査・算
定・補償説
明

2

3

4

5

6

7

8

9

10

13

11

12



別添２
（注：当該「補償説明資料」については、権利者への交付は予定しないものとする） ※監督員確認事項

個　人　用

補償対象物件の所有者 ○○　○○ 　住  所　

補償対象物件の所在地 従前地工事着手予定 H23.○.○.

仮　換　地 使用収益開始予定 H23.○.○.

補償方針

移転方法等 移転方法 ・直　接　移　転 ・中　断　移　転

移転工法 ・曳家工法 ・再築工法 ・改造工法 ・復元工法 ・除却工法

補償項目等 建物移転料

附帯工作物移転料

動産移転料

移転雑費

庭木移転料

仮住居費

※以上の補償項目の内容を補償物件調書の配置図、建物図面を用い説明する。

補　償　金 （内訳） 建物移転料 00,000,000 円
附帯工作物移転料 0,000,000 円

補償金額 00,000,000 円 動産移転料 000,000 円
移転雑費 0,000,000 円
庭木移転料 0,000,000 円
仮住居費 0 円

撤去期限等 撤去期限
撤去確認

撤去（完了）確認検査

支払方法 本人名義の指定口座への振り込みによる
支払い割合 （前払い） 契約締結後1ヶ月以内に契約補償金額の80％の範囲内

（完了払い） 撤去確認後、請求書提出から1ヶ月以内に残金

  租税特別措置法による課税の特例が適用される。

以　　上

屋内、及び屋外の存する家財道具、商品、事務用什器、土地に定着していない機
械、諸材料、収穫物等の移転に要する費用

（仮住居を必要とする場合に要する費用で、仮住居期間中の賃貸料相当額のほか、賃貸に
要する費用。土地の二重使用による直接移転の場合必要ない。）

法令上の手続きに要する費用（建築確認関係、登記関係、その他官公署手続き、これ等に
かかる交通費及び日当）、移転通知費、移転旅費、上棟式等の費用、及び移転工事等のた
め就業できなかったことにより生ずる損失の補償。

（検査完了後、請求書提出）

・補償金額から買い換えた資産の金額を差し引くことが認められる買換えの特例と譲渡益から最
高5,000万円までの金額を差し引くことができる特別控除の特例がある。

・事業で最初に受けようとするときにいずれかの選択となる。ただし、同一の事業では買換えの
特例と特別控除の選択は1回のみで、2回目以降は買換えの特例のみとなる。

※中断移転の場合　撤去費等を上記条件で支払い、復帰時再算定の後再築費等を確定契約後
1ヶ月以内に支払う。

※監督員確認事項

○○市○○町○○番

○街区○画地

・特例を受けられるのは対価補償金（建物・附帯工作物移転料）
移転補償金（動産移転料、移転雑費、庭木移転料）は、補償金の目的にしたがって支出した金額
については総収入金額に算入されないが、実際に支払った費用を差し引いて残金があるとき
は、一時所得として課税されることになる。

移転対象となる建物（住宅、物置等）を移転するための費用(建物に付随するテラ
ス、ポーチ、犬走り等を含む。).

補償金の支払方法等

補償金に係る税制

庭木の掘起し、運搬、植付け等の移植に通常必要とする費用及び移植に伴い通常生じる
損失の補償。伐採の場合は伐採費、処分費、樹価価格。

敷地内に存する建物以外の構築物を移転するための費用（門扉、塀、叩き、カー
ポート等）

※監督員確認事項

※監督員確認事項 （移転等工事完了届の提出）
平成23年○月○日

補　償　説　明　資　料

(土地区画整理事業により従前地の公共用地と宅地は「換地方式」によって計画される位置に移り、それ
ぞれの用途へ換地として再配置される。そのため、従前の宅地に存する建物等は、原則として換地に移
転等することになる。その際、建物等を下記方法・工法により移転等するために生じる損失を補償するも
のである。)

(土地区画整理事業における建築物等の移転工法の原則は曳家工法であるから、まず初
めに曳家が可能かどうか検討する。従前地と仮換地との距離、その間に支障となる要因が
あるかを検討し、曳家工法が採用できないと判断された場合に再築工法が認定されている
のでこれを確認する。)

(事業（従前地の工事着手）スケジュールと仮換地の使用収益開始時期により直接移転・中
断移転が判断されているのでこれを確認する。)

○市○町1丁目111番地

※監督員確認事項

435665
四角形
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